
生体（豚）集荷促進事業経費補助金交付要綱 

 

平成１２年５月１１日 

１２中経業第５３号 

 

（目的） 

第１ この要綱は、一般社団法人東京食肉市場協会（以下「市場協会」という。）が実施

する豚の生体集荷促進事業（以下「本事業」という。）に対し、その経費の一部を東京都

が補助することにより、東京都中央卸売市場食肉市場（以下「食肉市場」という。）にお

ける安定的かつ継続的な取扱頭数の確保を図り、豚肉価格の安定に資することを目的とす

る。 

 

（補助対象事業者） 

第２ 市場協会とする。 

 

（補助金の対象者及び算定基準） 

第３ 東京都は、市場協会が毎年６月から行う本事業において、予算の範囲内で次のとおり

交付する。 

 (1) 対象者は、豚の生体を食肉市場に上場した出荷者とする。 

 (2) 補助金の算定基準は、地区別に講ずる１頭あたりの金額に頭数を乗じた金額の1/2

とする。 

 

（申請手続） 

第４ 市場協会は、補助金の交付に際しては、あらかじめ知事に、補助金交付申請書（第１

号様式）を提出しなければならない。 

 

（補助金の交付の決定） 

第５ 知事は、第４の補助金交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査等によ

り、補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付を決定する。 

 

（補助金交付の決定の通知） 

第６  知事は、補助金の交付を決定したときは、その決定の内容を明示した補助金交付決

定通知書（第２号様式）を、市場協会に通知する。 

 

（事故報告等） 

第７ 市場協会は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難

となった場合は、速やかにその理由その他必要な事項を書面により知事に報告し、その指

示に従わなければならない。 

 

(状況報告） 

第８ 市場協会は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行の状況について、必要な事

項を知事に報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第９ 市場協会は、補助金の交付決定に係る補助事業が完了したときは、当該補助事業の実

績報告書（第３号様式）を知事に提出しなければならない 

 



（交付金額の確定） 

第１０ 知事は、第９の規定により提出された実績報告書の審査及び必要に応じて行う現地

調査等により、その報告に係る補助事業の成果が、補助金の交付の決定の内容に適合する

と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し補助金交付額確定通知書（第４号様式）

により市場協会に通知する。 

 

（是正のための措置） 

第１１ 知事は、第１０の規定による調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の

内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための処置を

とるべきことを命ずるものとする。 

 

（補助金の請求） 

第１２ 市場協会は、第１０に規定する補助金交付額確定通知書受領後、知事に対し補助金

交付請求書（第５号様式）を提出するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１３ 知事は、第１２の規定による適正な補助金交付請求書の受領後、速やかに補助金を

交付する。 

 

（交付決定の取消） 

第１４ 知事は、市場協会が次の各号の一に該当した場合には、補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すことができる。 

   （１）不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

   （２）補助金を他の用途に使用したとき。 

   （３）補助金の交付決定の内容又はこの要綱で定められた事項に違反したとき。 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金額の確定があった後においても適用

する。 

 

（補助金の返還） 

第１５ 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の取消しに係る

部分に関し既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとす

る。 

 

（証拠書類等の保存） 

第１６ 補助金の交付を受けた市場協会は、補助事業の経緯を明らかにする書類、帳簿、そ

の他の証拠書類を当該補助事業の交付の決定に係る会計年度の翌会計年度から５年間保存

しなければならない。 

 

（他の規定との関係） 

第１７ 補助金の交付に関しては、この要綱に定めるもののほか、東京都補助金等交付規則

（昭和３７年東京都規則第１４１号）の定めるところによる。 

       

附   則 

 この要綱は、平成１２年５月１５日から施行する。 

この要綱は、平成１９年６月１日から施行する。 

この要綱は、平成２４年５月１日から施行する。 


